
まちづくりと参画
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1. はじめに

1984年 2 月に，インドのニューデリーで「国際

村落開発会議J (International Exposition of 

Rural Development: IERD) が 5 日間の日程

で開催され，世界55カ国から地域開発の実践家約

500 人の参加を得， わが国からも 6 名の実践家が

参加した.

この国際会議は，ベルギーのプラッセルに本部

をもっ，国際的ボランティアの集団である ICA

(Institute of CuItural Affairs) インターナシ

ョナルによって企画され，国連機関等が後援し，

1982年から 1984年にわたる長期計画のもとに進め

られているものである.

目的は途上国援助であって，先進国，途上国を

問わず，地域開発の諸段階に関連をもつあらゆる

分野の人々が，それぞれの実践事例をもち寄り，

実践手段や方法論および歴史的教訓等を総合的に

まとめ，今後の地域開発に，あるいは途上国支援

に活用することにある.

この計画の初年度は世界50カ国における運営委

員会 (National Steering Committee)lJ を発足

させ，それぞれの自国内における地域開発の実践

家と相互交流を計り，世界のモデ、ルとなる事例を

集め，国際会議で紹介することであった.

初年度のわが国での活動は，国内の実践家との

こいわあきら，つのだ ともゆき輔社会環境シス

テム研究所
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交流とシンポジウムの開催，および，実践家のイ

ンド派遣であった.シンポジウムは58年11月に 2

日間の日程で， 1町づくり村づくりの国際交流j

をテーマに，外務省，農林水産省，自治省の後援

を得て開催された.このシンポジウムには多くの

実践家と研究者，および海外のボランティアが参

加し，わが国の地域開発の実践報告を中心に討論

が行なわれた.

ここでは，この討論内容をもとに，まちづくり

の概念を提起し，まちづくりのシステムズアプロ

ーチを試み，国内はもとより，海外での実践家に

対する有効な方法論(Sharing Approaches that 

Work)を意識しつつ，園内事例を中心に，地域

開発の有効なアプローチと手法について紹介す

る.

2. まちづくりの概念

国の政策に盛られている地域振興に関連した地

域活動は‘地域づくり，地域おこし，街づくり，

産業おこし等々の名称がつけられ，その活動内容

も，環境保全あり，地場産業振興であったり，あ

るいは，子供や老人対策であったり，伝統文化財

保全であったりで，その概念もまちまちである.

ここでは，行政単位である市町村にはこだわら

ず，ある一定の規模での地域社会におけるトータ

ル的な地域振興という意味で， 1まちづくり」と

いう平仮名を用いている.

わが国の地域振興の実態を調べると，大都市レ
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ベルで、は，街区単位の地域活動があったり，町村

合併が行なわれた地域では旧の町村(集落)単位

での地域活動があったりする.

わが国の市町村数は3255団体(昭和56年 3 月 31

日現在)ある.その多くは人口 3 万人以下の団体

で，全体の約 8 割を占めており，それらの地域か

らまちづくり実践レポートのほとんどが，ジャー

ナリスティ v クにとりあげられている.しかも，

これらの地域社会における地域活動の実践手段は

途上国においても共通するものであり， E' F • 

シュマッハーやハワード・ T ・オダ、ム等が提唱し

た技術概念である，適正技術 (Appropriate

Technology) そのものである.

このような立場から，ここで扱う「まちづくり」

の対象は，国や県などの上位計画でいう郡部の地

域社会であって，人口規模 3 万人以下で，何らか

の有機的全体性，たとえば，血縁，地縁で結ばれ

た歴史的集落などの地域社会であり，自然の特性

や伝承文化の共有性をもち，自覚的な協同関係を

結びうる人間集団社会である.

このように限定すると，限られた地域社会とい

うことになるが，表 1 に示すように，非常に高く

評価されているまちづくり活動が，ここにはある.

3. まちづくりの実践

わが国の地域振興に関連する政策として，三全

総をきっかけに，定住構想，地方の時代といった

キャッチフレーズのもとに，工場誘致を中心とす

る産業配置政策に加えて，地域の主体性と創意工

夫を軸とした地域産業おこしが盛んに展開されて

きている. 2000年をめさ.した回全総の中開発表に

よっても，この地域の主体的開発計画はさらに強

調されており，従来の国本位の開発指向 (Nation­

alismの発想)から，住民本位の発想(Patriotism)

にもとづく地域開発が尊重され，地域住民のイノ

ベイティプな開発意欲を喚起させている.

ここでは，すでに実践され，成功を納めたいく

つかの事例を紹介し，それらの事例に共通する，
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まちづくりの実践プロセスを抽出し，わが国にお

けるまちづくりのモデルを，特に途上国への技術

移転(Sharing Approach) も考慮しつつ，まとめ

てみる.

ここで紹介するまちづくりの事例は，国および

県などの上位計画の共鳴圏外に位置する地域社会

であゥて，人口規模は 3 万人以下の地域社会であ

る.

ここでは，これらの事例から，まちづくりの客

観的なアプローチを抽出するために，図 1 に示す

フレ』ムを設定し，まちづくりの実践プロセスを

比較検討することにした.

このフレームを，地域社会の動特性を抽出する

ための手段として， r社会動態図J (Social Dyna 

mics Frame) と呼ぶことにする.フレームの説

明で、あるが，縦軸はまちづくりの発展過程を示す

もので，地域社会の置かれている現状の認識段階

からはじまって，諸問題を解決するための方途を

求め，地域住民とのコンセンサス作り，共同プラ

ンニングの参画段階，さらに，地域の主体性にお

いて，地元の総力を結集し展開される実践段階，

最終段階としてはつのプロジェクトの成功を

ペーλに地域社会の成熟をめざす段階，つまり展

開段階の 4 つの段階を設定している.

横軸は，地域社会の構成主体を，住民，活動集

団，自治体，専門家・研究集団，上位行政体，外

部産業の 6 つの主体を設定している.

ここでは，池田町，津山町，大山町の 3 ケース

について，このフレームにもとづいて分析した.

その結果は図 1 ， 2 , 3 v;こ示す.

この 3 ケースに共通するまちづくりのプロセス

は表 2 のようにまとめられる.この表にしたがっ

て，これらのまちづくりに共通する事項について

述べると，いずれも，耕地面積が少ない，間伐林

の需要減，小規模農業といった，現状認識をふま

え，その解決策として，外部資源や技術の導入で

はなく，それぞれの地域の自然的，技術的特性に

根ざした，代替案が提起されていることである.
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表 1 まちづくりの活動

人口人 合併，境界変更等の状況 産業別就業 45園調(人)

50園調(人)
市町村名 面積 km2

合喜体界の編変別更入
人口(人) 55園調(人) まちづくり活動の内容

密人度Ikm2 年月日 旧市町村名 構成比(%) 人口増減(%率)1

12, 281 1 次 2, 021 13, 627 
(33.5) 

北海道
2 次 1, 100 

12, 306 
池田町「ワインによるまち372.03 

池田町
(18.2) 11 , 902 づくり J

33.01 3 次 2, 921 
(48.3) '" 3.3 

5, 129 昭29. 11. 3 1日為 体 柳津町，横山村 1 次 (33.0)
5, 445 

宮城県 749 5, 100 
67.97 2 次 (32.4) 津山町「木工芸の星づくり J

津山町 5, 056 
75.46 800 

3 次 (34.6) I '" 0.9 

3, 476 昭30.7.201| 合町 体行 1 宮下村，西方村
568 4, 108 

36.4. 1 制施
1 次 (29.3)

福島県 714 3, 766 
89.83 2 次 (36.9) 三島町「生活工芸運動J

三島町 3, 389 
38.70 655 

3 次 (33.8) i '" 10.0 

4, 765 昭44.2. 1 町制施行 907 
1 次 (38.8) 

5, 118 

大分県 709 4, 701 
大山町「梅・栗・エノキづ45.64 2 次 (30.4) 

大山町 4, 716 くり」

104.40 720 
3 次 (30.8) 0.3 

4, 925 5, 288 
(63.5) 

岩手県 沢内村「住民の生命を守る288.47 2 次
沢内村 (16.8) 4, 709 まちづくり」

17.07 536 
3 次 (19.7) I '" 3.5 

2, 701 (39.5) 
新潟県 591 I 2, 930 入広瀬村「若者定住のふる

272.62 2 次
入広瀬村 (35.6) 2, 753 さとづくり J

9.91 414 
3 次 (24.9) I '" 6.0 

5, 458 1 次 1, 296 5, 412 
(47.5) 

岩手県
2 次 826 

5, 559 
田野畑村「みちのくに育て155.64 

田野畑村 国際人J r薬草づくり J

35.07 608 
3 次 (22.3) I '" 6.1 

12, 005 昭30.2. 1 合境 体更 由重布院町大' 湯平野字村， 1 1 次 (2l7， 4.094)l| IM25 
大分県

32.4. 1 界変 扇九町字部国 11.371 
由布院地区「観光とまちづ127.93 山のー 2 次 723 

湯布院町
(13.0) 
I 11 , 904 くり J

93.84 3 次 3, 320 
(60.0) 4.7 
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9~6r8 昭30.2.11 ムロ 体 横保瀬村村， 芦ケ久
475 8, 090 

1 次 (11. 7) 
埼玉県

2 次 2, 200 
8, 917 

あしがくほ.地区「あしがく49.49 
横瀬村

(54.3) 9, 511 ぼ果樹公園村づくり J

194.34 3 次 1, 379 
(34.0) 6.7 

20, 540 昭29. 8. 1 1日為 体 茂中木川町村 逆須川藤村村, 
1 次 4, 314 21 , 978 
(37.5) 

栃木県 20, 810 
172.51 2 次 3, 863 まちづくり研究会「しいた

茂木町
(33.6) 20, 051 け教室・茂木焼・ CATVJ

119.07 3 次 3, 331 
(28.9) '" 3. 7 

6, 988 昭29.12. 1 Aι，. 体 上村南，部清村川村, 高城
1 次 2, 072 6, 729 
(63.6) 

和歌山県 548 6, 568 
94.92 2 次 (16.8) 南部川村「梅づくり」

南部川村 6, 640 
73.62 640 

3 次 (19.6) 1.0 

5, 462 昭30. 3.31 A日. 体 村下竜神村中路, 上山路
1 次 1, 125 6, 363 

，山 村山路村，
(41. 0) 

和歌山県 690 5, 861 
254.58 2 次 (25.1) 竜神村「芸術村づくり」

竜神村 5, 353 
21.45 3 次 (33.9) '" 8.7 

表 2 まちづくりのプロセス

藤| 計画プロセス 丸山町 | 津山町
「悔・栗・エノキづくり J 1 木工芸の里づくり J

池田町
「ワインによる町づくり J

現状把握 |貧村 |人口の減少 1 赤字財政

本質的問題の抽出 |耕中地dむ面の積農作の少な t "米 麦|杉の附の需要減少 l 小規模献の不安定な農業
経営

問題解決の方向づけ |米問わる附判杉の聞の付加附高[町営事業
実鶴喜

つくろう めよう

i設 具体策づくり |梅・栗づくり |木工芸 |ブドウ栽培
定 可能性確認 |梅酢ームで高凹んで l 町の酌85%が山林

定
L 、た

l 語…吋築務内部生徒募集 ブドウ愛好会結成
参画の呼びかけ てハワイへ行こう」 よる

可 へ出た若者に町の広報

能
布

性
参画の場づくり 町営木工所 所 ブドウ・ブドウ研究

追 外吸部収からの知識・技術 I i 東北工大，酔時蜘ン|関学化問問術
求

る量元町の ーヵー技協力・現地サーベイ

内部の知識・技術育成| i 製試品作開品発づくり |試外部作研品づ修 く り

実
製品の差別化 I r 自然食品」を売りものに|コンクール入賞 |コンクール入賞

践 資金づくり i 苗木代補助要綱 |自治省の起債
の

体 流通経路づくり |九州・大阪・東京の市場へ|東京の建材業者へ |東京・北海道の業者へ
系 町営工場による生産

町く営り譲造所によるワインづ
イ色 運営方法

町の職人による加工
町営販クラフトショップによ 販売会社へ販売依託
る売
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!長

農家林の造成事業

老人陶器づくり
町立いき古川、センター設立

町営有線テレビ放送
開

町営レストラ〆・ミートパンク

A 

実 S46 :無制限醸造許可がお
住民にワイン収入等の利 り量販体制をとる(ワイン・ 東京・北海道の小売業者

E全 益，還元される(雇用・ ブランデー・シヱリー) ワイン等の販売を行なう
公共福祉) 生

S42 :醸造所建設 自治省1200万円起債--S42 :プランデーづくり
新 I~，'， f'君「;古見 1 号」完成 の可能性を示唆

S39 :町立ブドウ・ブドウ滴研
秀9ミ 究所設立 品種改良を行なうー

旧日1品推薦ワイシづくりに環解生+ トーー一一一一一一ー 539 :国際ワインコ/ク←ル入賞4
まれる

S37 :町立農産物加工研究所ーー
山に自生している

設立 ワインの試験製造+
ブドウがワインづくリに

[由l 適していると判明
専門知識の吸収・調査・研究ートー

現旭l サ人ーベイ・技術協力・
S35 :ブドウ愛好会結成 材育成

ブドウ栽践の可能性調査ー ーーー・専門家とのパイプ役一ートー・

研究 A 
4 

対策模索

ブドウ栽培に着目

出F訟J 

小規模農家保護のため町営
事業の必要性認識

農村の貧困を認識

識
赤字財政の原因が農業構造

農村の将来に不安ーーーー農村青年会結成 にあると認識

澈 民 活動集団 自 治 体 専門家・研究集団 上位行政体 外部産業

骨
骨
(
∞
)

斗
、
h
て

l
q

凶
て

U
A
・
唱
ヰ
1
4

社会動態図 (Social Dynamics Frame) :ケース 1 北海道池田町「ワインによる町づくり」図 1
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展
津山工芸コミュニティ構忽

開
生まれる

'j~ 
同業す…れる i 町営工場，の量4木販工体芸制l店整える 東京の建材業J円\化粧柱等
工芸品づくり の販売

S57 :町営 「も

E主 〈も〈ハウス」オープン

工芸品販売開4 始

試作品コンクールへ:1\，札- 一一一一一一一一ー 一一一一一一一一一 トー全日本中小企業総合見本市
人質 司‘ー 一一一一一一一一一 県で地場産業テザインコ 開催

ンクール関係

I~Afí:MI}じ h民

会タ
津山杉山欠点を '1やかした「矢
;J;Jt持 i主村I{ヒ料 fL 開発

町の建材メ カー

Hi~i↑品 11 S55 :田J'i:( 木工附ribtir:
人材育成・ t1柿ili日発を 1 j なう

i自l

S54 :木工研修所設立
木工および林業農家の 無料研修による人材育成をー ボ北工大・県工業技術セン
表者参加 行なう ター技術協力

国l を再生するには杉のr.1Hï:
コおもMp 付の付加価f，l( を高めるしか

ない

識
IiIJfï:材の ~1，}要減少
人 LI の減少

(S45 : 5445人→Sω: 5100人)

f主 民 活動集団 11 ィfI {1>: 専門家・併究集l吋 上位行政体 外部産業

一一一

3
8
h
明
M

油
叩

社会動態図 (Social Dynamics Frame) :ケース 2 宮城県津山町『木工芸の皇づくり J図 2

(
唱
)
-
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図 4 まちづくりの展開と社会構成体

次に，これらの代替案を域内の資源，技術でも

ってフィージピリティ・スタディが行なわれ，可

能性が見えた段階で，地域住民に対する参画の環

が一気に拡大されていることである.

住民の参画の環が拡大するにつれて，さらに外

部からの知識，技術を投入している.これは，製

品差別化を行なう手段であって，従来の地場産業

の衰退した主な原因で、もあり，ここで扱った事例

のほとんどは， この差別化を特に意識し，コンク

ール入賞やら，新たな国民的噌好にその特色をも

たせる努力が払われている.

次にリーダーの存在であるが，人口規模 3 万人

以下のわが国の地域社会では，地元の自治体が中

心となっているケースが多い.社会動態図から抽

出した，まちづくりの展開と社会構成体とのかか

わりを図 4 に示したが，まちづくりのロングレン

ジの展開においては，そこにかかわる域内および

域外の各社会構成体の調整と統合をリーダーが一

貫して行なう必要があり，自治体がその重要な立

場にあるといえる.

以上の共通する事項から，わが国におけるまち

づくりのあるべき姿としていえることは，それぞ

れの地域の自然的，文化的な特性に根ざすもので

あって，歴史的背景をふまえて蓄積され，保存さ

1985 年 2 月号

れてきた文化的伝統と生態学的環境を最新の知識

と技術で前向きに生かされたまちづくりが基本で

はないだろうか.

このようなモデルは途上国における実践事例の

中にも見られるケースであって[2J，これらの開発

プロセスは相互に交流可能であり，まちづくりの

国際突流が評価されてくるものと考えられる.こ

のようなケースは，すでに沢内村において，寒冷

地における水稲技術指導として，中国の方正県と

交流が行なわれている.

4. 住民参画システムとその手法

地域開発というと，域外の資源や産業導入とい

った飛躍的な発想が提起されがちであるが，すで

に述べてきたように，まちづくりの実践プロセス

には地域住民の創造的な発想が基本にあって，そ

の発想、をベースに，新しい技術，知識とどのよう

に関連づけるかが重要なキーであるように思われ

る.

地域開発と住民とのかかわりは，環境問題に端

を発し，自然環境を重視した方向に従来の開発思

想の軌道修正に多くの貢献がみられている.まち

づくりにおける住民のかかわりは，この考えをさ

らに前進させた積極的な対応で、なければならず，

対象地域の自然的，文化的特性や社会経済特性，

さらに生態学的特性といった側面をより能動的に

アクセスできる地域情報システムの構築が必要と

なる.さらに，それらの情報提供システムと社会

構成主体間での相互調整機能として，社会的合意

形成支援システムが要請されてきている.

ここでは図 5 にその概念図として，参加型合意

形成手法 (S R手法)を示した.

この SR手法については，すでに学会誌「オピ

ニオン・テクノロジー」特集で紹介ずみであり，

社会動態図にそって， SR手法の適用方法につい

て述べる.

SR手法は図 5 に示すように，集団討議運営手

法と情報提供システムで構成されている.ここで
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ここでは，本質的問題

を解決するための戦略的

アプローチを策定し，創

造的提案の体系化を行な

う.

(吋第 4 セ γ ション

「戦術の体系化J

ここでは，創造的提案

に対する具体的行動体系

を作成することである.

(v) 第 5 セッション

「実施計画の策定」

最も効果的な戦術に対

する実施方法を検討し，

予算編成も含めて，行動

計画を作成することであ

る.

これらの各セッション

は次のような手段をふま

えて行なわれる.
図 S 参加型合意形成手法概念図 (SR手法: Self-Reliance Supporting Method) 

(1) ブレーン・ストー

は情報提供システムは割愛し，集団討議運営手法

について，その概要を述べる.

集団討議運営手法は，ワーグショップ形式で運

営され，次の 5 つのセッションに分れている.そ

れらは， (1)ピジョンの形成， (2)本質的問題の解

明， (3)創造的解決策の提案， (4)戦術の体系化，

(5)実施計画の策定である.

これらの各々について順に概略説明する.

(i) 第 1 セッション「ピジョンの形成j

このセッションは，地域社会の各主体が抱えて

いる，地域社会の望ましい将来像のシナリオを作

成することである.

(日) 第 2 セッション「本質的問題の解明J

ここでは，将来像の実現を阻害している主要な

要因を抽出し，その要因聞の因果構造を明らかに

し，本質的な問題を明らかにすることである.

(ili) 第 3 セッション「創造的解決策の提案J

92 (12) 

ミングによるデータの抽出

(2) データ分類やデータのプレゼンテーション

として，アイデアカード[3J とアイデアポケット

[3Jの活用，討議集団が 10人程度の場合はコミュニ

ティポケット[3Jを活用する.

(3) 因果フロー図による問題の構造化

(4) 社会動態図による評価とフィードバッグ

(5) 専門家・研究集団によるフィージピリティ

-スタディ.

これらの一連のセッションは，まちづくりのプ

ロセス(表 2 )とほぼ対応しており，第 1 ，第 2

セッションは表 2 の問題認識段階であり，第 3 セ

ッションは実践案設定の段階，第 4 セッションは

可能性追求段階，第 5 セッションは実践の体系化

に対応、している.

SR手法による，まちづくりの応用事例はない

が，すでに，学会，企業，研究会において20数例
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の適用実践がある.特にまちづくりについては，

川崎市における地区防災とか埼玉県の古川町にお

ける地域計画，パラオ共和国におけるコミュニテ

ィ・エネルギーなどで実験的な試みは行なってい

る.

この集団討議運営手法の特徴としては，参加者

を，思考錯誤の過程をくりかえしながら，共同プ

ランナーに巻き込んでゆくところにある.これは

集団討議の運営そのものであって，従来の会議ス

タイル ， tことえば，

O 声の大きい人の意見が通る.

0 発言しにくい雰囲気がある.

。 特定の人の意見しか出てこない.

0 抽象的な議論で終止する.

。 一種の人間関係が支配している.

などの欠点を改善し，以下のようなプロセスをふ

まえて運営されている.

(j) 全員の意見が気楽な雰囲気で提示される.

(ii) 片寄った意見は全員で、評価し，正しく位置

づけられる.

(i副議論の焦点を明確にする.

(iv) 問題の所在とその対応策を体系的に把握す

る.

(v) 合意をはかりながら実施計画と行動スケジ

ュールを策定する.

5. おわりに

21世紀に向けて，地域社会は先端技術，頭脳セ

ンター構想，国際化といった視点で発展しつつあ

るが， ここでは，世界の約80%の人口が，飢餓や

貧閏，文言や疫病にあえぐ地域社会をも含めて，

まちづくりの相互交流 (Sharing Approaches 

that Work) を意図しつつ，まちづくりの源流と

もいえる，わが国の実践事例の記述モデ、ルを紹介

した.あまりにも定性レベルで、の展開に終始した

が，国際村落開発会議の発展にささやかながらも

貢献できれば，望外の幸である.

1985 年 2 月号

注 1 わが国の運営委員会は，会長:川喜回二郎(元筑

波大教授)，副会長:加藤富子(松坂大学教授)，事務

局長:小岩明(筆者)で運営された.

注 2 参考文献 [2] を参照.

注 3 これらの道具fì，実用新案特許，商標登録済であ

る.
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